
３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針と中長期的な経営目標

ＮＴＴグループは、100年以上の永きにわたりわが国の電気通信の発展を支えてきた自信・実績と世界をリードす

る研究開発力を基盤として「これからも安心・安全なサービスを提供し続け、いつまでも皆さまに信頼される企業と

してお役に立ち続ける」ために、激しい競争環境の中でそれぞれの事業において求められる法の責務や社会的な使命

を果たしながら、多様化し、増大するＩＣＴのニーズに応えられるよう積極的に事業を展開し、お客さまや株主の皆

さまから常に高い信頼を得て持続的な発展をめざしてまいります。 

上記の経営の基本方針の下、ＮＴＴグループは市場のグローバル化やクラウドサービスの進展に対応するため、平

成27年５月に中期経営戦略「新たなステージをめざして ２．０」を策定・公表し、「バリューパートナー」として

の自己変革を加速し、グループ全体を利益成長軌道へ乗せていくとともに、Ｂ２Ｂ２Ｘモデルを更に推進して、新た

な取り組みを実行していきます。 

 

（２）会社の対処すべき課題

情報通信市場では、クラウドサービスやＩｏＴ、ビッグデータの活用がさらに進むとともに、ＡＩの進化など、新

たな技術の進展が見込まれています。また、新たなプレイヤーの参入により、従来の事業領域の垣根を越えた市場競

争が熾烈になる一方で、新しい付加価値の創造に向けた事業者間による協創・連携も進展すると考えられます。こう

した変化に伴い、情報通信に求められる役割はますます拡大するとともに、重要になると考えられます。 

 

《中期経営戦略に基づく事業展開》 

ＮＴＴグループは、中期経営戦略「新たなステージをめざして ２．０」に基づき、引き続き事業構造の変革に取

り組んでまいります。 

 

○グローバルビジネスの拡大・利益創出に向けた取り組み 

 海外事業における着実な売上成長を実現していくために、グローバルビジネス推進体制の更なる強化に加え、サ

ービスやプロダクトの強化に取り組んでまいります。また、グローバルアカウントの拡大やアップセル・クロス

セルの推進など、セールスおよびマーケティングを強化してまいります。さらに、徹底したコスト効率化や、グ

ループガバナンスおよびリスクマネジメントの強化にも取り組んでまいります。 

○国内ネットワーク事業の効率化・収益力強化に向けた取り組み 

 競争環境の厳しい国内の固定通信および移動通信市場において、設備投資の効率化やコスト削減による利益創出

に向けた取り組みを実行してまいります。 

 具体的には、設備投資の効率化について、ネットワークのシンプル化・スリム化に加え、ソフトウェアコントロ

ール技術などの研究開発成果を活用し、既存設備の利用効率の更なる向上を図るとともに、調達コストの低減に

向けた調達物品の仕様統一や機種の絞り込みなどに取り組んでまいります。また、ＩＴシステムについても、仮

想化などの最新技術を活用して、共通基盤化による効率化を図ってまいります。 

 コスト削減についても、引き続き取り組みを強化していき、「光コラボレーションモデル」の進展に伴うマーケ

ティングコストの削減などに取り組んでまいります。コスト削減により商品やサービスの競争力を高め、ユーザ

ーサービスの向上につなげるとともに、Ｂ２Ｂ２Ｘモデルへの転換などをふまえ、シンプルで生産性の高い業務

運営の確立に向けても取り組んでまいります。 

○Ｂ２Ｂ２Ｘビジネスの拡大に向けた取り組み 

 現在、官民をあげて推進されている「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会」をゴールドパート

ナーとして通信サービスの分野で支えるとともに、「地方創生」をグループの総合力を活かす大きなチャンスと

捉え、全国規模の固定・移動のブロードバンドネットワークや情報システム分野における技術・ノウハウなどの

アセットを有機的に活用してまいります。特に、他分野の事業者や自治体とのコラボレーションを通じて、Ｂ２

Ｂ２Ｘモデルへの転換を推進し、高付加価値サービスを創出してまいります。こうした取り組みにより、次世代

に受け継がれるスタンダードとなるようなサービスを創出し、国内ビジネスの持続的な成長につなげてまいりま

す。 
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ＮＴＴグループは、今後とも中期経営戦略「新たなステージをめざして ２．０」に基づく取り組みを継続・強化

するとともに、平成28年度から、原則として定率法を採用していた有形固定資産の減価償却方法を定額法に変更した

影響も踏まえ、中期経営戦略の財務目標を見直しました。 

利益成長に主眼を置きつつ、引き続き自己株式取得などによる資本効率の向上を図ることにより、平成29年度まで

にＥＰＳ（1株当たり当期純利益）を400円以上に成長させるよう努めてまいります。 

 

中期経営戦略「新たなステージをめざして ２．０」の財務目標の見直し 

区分 平成29年度までの財務目標 

ＥＰＳ成長 

（1株当たり当期純利益） 
350円以上 → 400円以上 

海外売上高／海外営業利益 220億ドル／15億ドル 

設備投資の効率化 

（国内ネットワーク事業）   ［対平成26年度］ 
▲2,000億円以上 

コスト削減 

（固定・移動アクセス系）   ［対平成26年度］ 
▲6,000億円以上 → ▲8,000億円以上 

（注） １．海外営業利益は、買収に伴う無形固定資産の償却費など、一時的なコストを除いて算出しております。 

２．設備投資の効率化（国内ネットワーク事業）は、ＮＴＴコミュニケーションズのデータセンターなどの設備投資を除いて算出

しております。 

３．コスト削減（固定・移動アクセス系）は、有形固定資産の減価償却方法を変更した影響を除いた財務目標としております。 

４．海外売上高および海外営業利益、設備投資の効率化（国内ネットワーク事業）については、財務目標は見直しておりません。 

 

《基盤的研究開発の推進》 

中期経営戦略の達成に必要なクラウド、セキュリティ、ＡＩ、ＩｏＴなどの軸となる技術を開発し、利益創出スピ

ードの加速に貢献していくほか、ネットワーク装置の機能を細かく分けることによる装置コストの削減やネットワー

クの構築・保守・運用の稼動削減などを実現する技術の開発に取り組んでまいります。あわせて、新たな価値の創出

に向けた他企業とのコラボレーションを推進し、研究開発成果の着実な事業化と国内外への展開を積極的に進めてま

いります。 

 

《ＣＳＲ（企業の社会的責任）の推進》 

国内外の社会的課題の解決に向け、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」に基づき、グループ一体となってＣＳＲを推進

するとともに、ＮＴＴグループが取り組む活動に関し、アニュアルレポートやサステナビリティレポートなどの更な

る内容充実と情報開示に努めることで経営の透明性を高めてまいります。 

世界共通の課題である環境問題に対しては、ＩＣＴの利活用やグループが提供するサービス・技術による社会全体

の環境負荷低減への貢献、および事業活動全体にわたる環境負荷低減に取り組むとともに、グループ社員に加え、ビ

ジネスパートナーや地域社会など、ステークホルダーの皆様と協働した環境保全などの取り組みを推進してまいりま

す。 

また、通信サービスの高い安定性と信頼性の確保に向けて、外部機関との協力体制に基づく防災訓練の実施など、

一層の安心・安全なサービス提供に努めてまいります。あわせて、多様化・大規模化するサイバー攻撃に引き続き対

応するため、研究開発成果の導入を推進するとともに、より高度なスキルを持つセキュリティ人材の育成に向けた取

り組みなどを強化してまいります。

さらに、社員の多様な価値観や個性を尊重・活用し、性別や年齢、人種、国籍、障がいの有無、性的指向、性自認

などによらない多様な人材が活躍できる職場環境の整備に取り組んでまいります。

 

 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

ＮＴＴグループは、資本市場における財務情報の国際的な比較可能性の向上、財務報告の効率化等を目的として、

平成31年３月期第１四半期からのＩＦＲＳ（国際財務報告基準）適用を検討しております。 
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